
















































本年 6 月 9 日に、住宅宿泊事業法が通常国会で成立した。政府は 10 月 24 日、新法の施行日を 2018
年 6 月 15 日とすることを閣議決定した。これを受けて、各自治体では新法施行に向けて条例制定の




























































とが目的である（国家戦略特区法 1 条）。13 条で
旅館業法の特例として、特別区域内では旅館業
法 3 条 1 項の適用がなされない旨定められてい




















本年 6 月 9 日に、住宅宿泊事業法が通常国会
で可決、成立した 2）。政府は 10 月 24 日、新法の
施行日を 2018 年 6 月 15 日とすること、民泊事
業者の申請・システム登録開始日を新法施行の










年 2 月の市議会に提案し新法と同時に来年 6 月
の施行を目指す、としている 4）。
2 － 3－ 2　住宅宿泊事業法の概要




















（2 条 4 項）、都道府県知事に届出をすることを条
件に旅館業法 3 条 1 項の営業許可を不要とする



















































とする（2 条 5 項～ 7 項）。
住宅宿泊管理業者は国土交通大臣の登録を受



















とする（2 条 8 項～ 10 項）。
住宅宿泊仲介業者は観光庁長官の登録を受け
















































































































































































































































































































３）京都新聞朝刊　1 面　2017 年 11 月 3 日
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